
 

 

 

 

GRIPS Discussion Paper 23-3 

 

 

 

 

 

 

 

サステナブルな港湾の経営と戦略 

 
By 

 

 

井上 聰史 

 

 

 

 

April 2023 

 

 

 

 

 

 
 

National Graduate Institute for Policy Studies 

7-22-1 Roppongi, Minato-ku, 

Tokyo, Japan 106-8677 

 

 



 1 

 

サステナブルな港湾の経営と戦略 
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政策研究大学院大学客員教授（〒106-8677 東京都港区六本木７丁目22-1） 
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国連のSDGｓに象徴されるように，経済的な利益や価値だけでなく環境や社会との調和と価値の創造を

十分に考慮したサステナブルな開発を目指すべきとする国際的な認識は大きな高まりをみせている．世界

の港湾においても，地域社会や港湾関係者との連携のもとサステナブルな港湾づくりに向けたさまざまな

取組みが始まっている．またこうした港湾の取組みを支援・促進する国際的なプラットフォームも設立さ

れ，その活動を拡大し始めている．本研究はサステナビリティの概念形成の歴史的な過程を辿るとともに，

サステナブルな港湾づくりの取組みについて港湾の経営体制や政治風土の異なる北米，欧州，日本の主要

港湾の比較分析を行い，港湾のサステナビリティ戦略の実態と特徴を明らかにする．さらに日本の港湾へ

の示唆について考察する．  

 

     Key Words : サステナビリティ，港湾経営, 港湾サステナビリティ戦略, サステナビリティ報告書 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究の背景と目的 

人々のさまざまな活動や開発行為は，新たな価値を

生み出し経済的な豊かさをもたらすとともに，限りあ

る資源を消費し環境への負荷を発生する．こうした認

識のもと国連のSDGｓに象徴されるように，経済的な利

益や価値だけでなく環境や社会との調和と価値の創造

を十分に考慮したサステナブルな開発を目指すべきと

する国際的な認識は高まり，今や各国の政府，民間企

業，市民団体などがその実現に向けて幅広い取組みを

展開している． 

世界の港湾においても，サステナブルな港湾づくり

のためのさまざまな取組みが始まっている．港湾が持

続的に発展するためには，環境と調和した開発や運営

が重要であり，同時に地域社会への貢献と連携が不可

欠であることが広く認識されつつある．またこうした

取組みを支援・促進する国際的なプラットフォームも

設立され，その活動を拡大し始めている． 

こうした背景を踏まえて，本研究はサステナビリテ

ィの概念形成の歴史的な過程を既往研究の成果から辿

るとともに，サステナブルな港湾づくりへの取組みに

ついて北米，欧州，日本の主要港湾の比較分析を行い，

港湾のサステナビリティ戦略の実態そしてその特徴や

課題を明らかにすることを目的とする． 

 

(2) 既往研究と本研究の位置づけ 

サステナビリティ（Sustainability）という概念が

歴史的にどのように生成されてきたかについては多く

の研究がなされている1), 2)．産業革命から20世紀の世界

大戦前後の経済成長を経て世界の経済は飛躍的に拡大

した．とくに1950年代から1960年代にかけて高い経済

成長が続いた結果，1970年代には資源の枯渇や環境の

悪化への深刻な懸念が高まり，新しい発展へのパラダ

イムシフトが模索された．こうした背景の中で1980年

代後半から1990年代初めにかけてサステナブルな発展

(Sustainable Development）という概念が登場した3), 4)． 

港湾における大気や水質など環境的な負荷を削減す

る取組みは1980年代頃から始まり，さらに社会的な価

値の創造を含めるサステナビリティにまで拡大した取

組みは2010年代以降に本格化した5)-11)．世界の港湾は多

様な利用者を巻き込みながらサステナビリティ戦略を

展開するため，インセンティブ・ペナルティ方式や規

制・基準方式などさまざまな取組みを進めている12)–18)．

と同時に港湾のサステナビリティへの取組みを体系的

かつ総括的にまとめ公開するサステナビリティ報告書

（Sustainability Report）の作成が始まり，その評価

指標をどのように体系的に設定するか，また港湾関係

者や地域社会とどのように協働して評価を進めるかが

大きな課題となっている19)-23)．今日では，サプライチ

ェーン全体のサステナビリティ24),25)，船舶やトラック

からの排出ガス削減26)-30)，モーダルシフトの促進31)-33)，
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ターミナル契約の戦略的活用34)-37)などが，港湾の取り

組む主要な分野となっている． 

本研究はこのように多彩な取組みを見せる港湾のサ

ステナビリティ戦略について，港湾の経営体制や政治

風土の異なる北米と欧州さらに日本の主要港湾を比較

分析することにより，その取組みの変遷や現状と課題

を明らかにする研究と位置づけることができる． 

 

2．サステナビリティ概念の形成過程 

 

(1) 環境保全からサステナビリティへ 

18世紀半ばから19世紀にかけての産業革命そして20

世紀の世界大戦前後の経済成長を経て，人々の成長や

発展に対する信頼は揺るぎないものとなった1),2)．しか

し1950年代から1960年代にかけて高い経済成長が続い

た結果，1960年代後半から1970年代初めに入り開発に

よる環境問題が強く意識されるようになる．例えばR.

カーソンの「沈黙の春」(1962)38), ローマクラブの

「成長への限界」(1972)39)，F.シューマッハの「スモ

ール イズ ビューティフル」(1973)40)など，多くの環境

や生態系分野の研究者や団体は世界が危機的な時代に

あると警鐘を鳴らした． 

このように1960年代における世界が発展し続けると

する楽観主義は1970年代に一転した．とくに1973年の

第1次オイルショックは成長に限界あることを人々に

実感させた．そして世界はそれまでの量的な成長に代

わる新しい質的な発展を求めパラダイムの転換を模索

し始めた．その解決策として1980年代後半から1990年

代初めにかけて, サステナブルな発展（Sustainable 

Development）という概念が登場した3), 4). 開発と環境を

対立概念として捉えるのではなく，環境を考慮した開

発こそ世界が目指すべきとした．したがってサステナ

ビリティ概念の誕生期においては，人々の活動や開発

行為が引き起こす環境への影響に関心の中心があった

と言える．しかしその後，サステナビリティの概念に

は2つの際だった進化・拡大が認められる．1つは環境

の視点を地球環境にまで拡げたことである．気候変動

による問題が世界各地で顕在化，深刻化し始め，サス

テナビリティの概念に欠かせない要素となった．2つ

目は社会の視点である．人権尊重や多様性確保さらに

地域社会の安全やセキュリティなどを十分に考慮した

経済活動や開発が強く求められ，サステナビリティ概

念を大きく拡大した．  

こうして今日では，人々の活動や開発行為における

サステナビリティを経済，環境，社会の3つの側面か

ら捉えるTripple Bottom Line(TBL)の考え方が一般とな

っている．またサステナビリティへの取組みやその成

果を公表するサステナビリティ・レポートの作成が少

しずつ始まっている．その国際的な基準ともなってい

るGlobal Reporting Initiative (GRI)はTBLに基づくサ

ステナビリティの評価や分析の具体的な手順を詳細に

提示している23)．さらに汚職の防止や民主的経営など

組織の統治(Governance)の視点を加えサステナビリテ

ィを拡大して捉える動きもある． 

 

(2) サステナブルな開発とSDGｓ 

1984年，国連決議によって「環境と開発に関する世

界委員会（WCED）」が設置された．このWCEDの議長は

当時ノルウェーの首相だったG.H.ブルントラントであ

る．同委員会が1987年に出した最終報告書「Our Common 

Future」の中で初めて「持続可能な開発（Sustainable 

Development）」という言葉が謳われた3)．いわゆるブ

ルントラント報告書である．これは「将来の世代のニ

ーズを満たす能力を損なうことなく, 今日の世代のニ

ーズを満たすような開発」と定義している．ここに持

続可能な開発の考え方が提示され, 長い間「保護」に

ついての論議が中心だった環境論争に開発が取り入れ

られるようになり，1992年の国連環境・開発会議（地

球サミット）では開発途上国からの主張により協議事

項に環境とともに開発を含めることとなった． 

 その後，国連の首脳会議(国連サミット)や持続可能

な開発を巡る国際会議が活発に開催され，2015年の国

連サミットで「我々の世界を変革する(Transforning 

Our World)：持続可能な開発のための2030アジェンダ」

が採択された．これは2001年に極度の貧困と飢餓の撲

滅を目指して策定されたミレニアム開発目標

（Millennium Development Goals: MDGs）の後継として

定められたもので，MDGsの残された課題（保健，教育

など）や新たに顕在化した課題（気候変動，格差拡大

など）に対応するため2016年から2030年まで国際社会

が取り組む国際目標である．新たに17ゴールと169ター

ゲットからなる持続可能な開発目標（Sustainable De-

velopment Goals: SDGs）が策定された． 

 

3．世界の港湾とサステナビリティ 

 

(1) 港湾の環境への取り組み 

グローバル化が進む今日，港湾は国際的な貿易のゲ

ートウェイとして国や地域の経済を支える大きな役割

を果たしている．と同時に，港湾は物流のみならず幅

広い産業の立地集積を促し，大きな雇用を生み出して

いる．一方で，港湾は大規模な空間に海陸交通の結節

機能を展開するため，地域の資源や環境への影響も大

きい．このため大気や水質など環境に関わる国際条約

や所在する国の法律や規則を遵守する必要があり，多

くの努力が重ねられてきた． 
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中でも革新的な取組みは，2006年に米国のロサンゼ

ルス港とロングビーチ港が共同して策定したSan Pedro 

Bay Ports Clean Air Action Plan (CAAP)である．後述す

るようにCAAPは世界で初めて港湾活動のすべての排気

ガスを活動別に測定・推計し，それぞれの排出源につ

いて削減措置と削減目標を定めた．この取組みは米国

内や国際的に大きな注目を集め，港湾が法令遵守を越

えて環境や地域社会に対し果たすことの出来る新たな

役割や姿勢を提起した． 

この成果を踏まえて，2008年に世界90カ国の港湾が

集まる国際港湾協会（IAPH）の主導によりロッテルダ

ムで世界港湾気候会議が開催された．その決議に基づ

いて世界の港湾が大気の改善に取り組むためのオープ

ンなプラットフォームとしてIAPHによりWorld Ports 

Climate Initiative（WPCI）が開設された．WPCIでは参

加港湾の担当者や民間の専門家からなる国際的なワー

キンググループが編成され，陸電供給の計画方法や推

進方策，ターミナル貸付契約に環境条項を含める方策

など多くの課題に活発に取り組んだ． 

 

(2) サステナブルな港湾 

こうした港湾の環境に対する取組みに加えて，さら

に港湾が立地する地域社会への影響を配慮し，また港

湾開発や運営に関する要請に応えることも，円滑な港

湾の発展にとって不可欠なこととなっている．地元社

会の理解や協力を欠いたために港湾の開発が大幅に遅

延したり頓挫したりした例は枚挙に暇がない．港湾が

地域や国さらには地球の環境を考慮し，社会と共生し

つつ持続的な発展を遂げることの重要性は今や世界の

港湾関係者の間で広く認識されつつある．いわゆる港

湾経営におけるサステナビリティのトリプルボトムラ

イン（TBL）戦略である． 

2018年に，このような港湾を取巻く動向に応えるた

め，IAPHは2008年に設置したWPCIを拡大・発展させ

World Port Sustainability Program（WPSP）を開設した．

しかし，サステナブルな港湾づくりへの取組みは緒に

就いたばかりであり，国際的に合意された行動の枠組

みや方法論は何一つ定まってはいない．世界には

Sustainability Reportを作成し公表している港湾もあ

るが，まだ数えるほどでしかない． 

こうした現状において，国連の提唱する持続的開発

目標SDGsの実現に港湾が寄与していくためには，港湾

が社会的な義務や負担として止むを得ず取り組むので

はなく，港湾の発展そのものに不可欠な戦略として取

り組むことが重要である．つまり港湾の外的な圧力に

より受動的に取り組み，それを義務的なコストとして

捉えるのでなく，港湾の発展のため主体的に取り組み，

港湾の関係者がともに利益を生み出すアプローチが不

可欠である．言い換えれば，SDGs実現のためにはアプ

ローチそのものの持続性が求められている． 

 

4．主要港湾のサステナビリティ戦略 

 

(1) 港湾サステナビリティ戦略の国際比較 

世界の港湾のサステナビリティ戦略への取組みを国

際的な視点から比較分析するため，経営体制や政治風

土の異なる北米大陸と欧州さらに日本の港湾に着目す

る．さらに港湾の空間的規模や取扱貨物量が比較的大

きく，かつサステナビリティ戦略への取組みが活発で

あることを条件に検討し，米国のロサンゼルス港，カ

ナダのバンクーバー港，オランダのロッテルダム港，

ベルギーのアントワープ港，日本の東京港の5港を分

析の対象港湾として選定した．なお本論文では，港湾

経営の主体とな る組織を，その法制度上の形態や権能，

正式な名称に拘わらず「港湾管理者」と表現する． 

各港湾について次の3点を中心として分析を進める． 

① 港湾の概況（港湾の立地特性，港湾管理者，取扱貨

物量など） 

② 港湾のサステナビリティ戦略（取組みの経緯，戦略

の主要な内容など） 

③ 特徴ある取組み（他港に見られないユニークな戦略，

その成果など） 

 

(2) ロサンゼルス港 

1）港湾の概況 

 ロサンゼルス港は米国西海岸のカリフォルニア州南

部に位置する．ロサンゼルス市の中心部から約30kmの

サンペドロ湾にロングビーチ港と隣接して立地してい

る．1907年に設立，110年以上の歴史を有し，ロサンゼ

ルス市が州政府から臨海部を港湾開発のために信託さ

れ港湾を経営している．港湾管理者はロサンゼルス市

港湾局（Harbor Department, City of Los Angeles）であ

るが，市議会から独立した理事会のもと起債を含めた

資金調達を独自に行い主体的な港湾経営を行っている． 

港湾の面積は3,035haで，陸域1,740ha，水域1,295ha

からなり，港湾の西側及び北側は住宅地に接している．

2021年の取扱貨物量は2億2,200万トンであり，コンテ

ナ取扱個数は1,070万TEUである．米国におけるアジア

貿易の玄関港として全米1位のコンテナ港湾の地位を

長年にわたり保持している． 

 

2）港湾のサステナビリティ戦略 

 2000年，カリフォルニア州南部沿岸を所管する大気

管理機構（South Coast Air Quality Management District）

は，サンペドロ湾に立地するロサンゼルス港とロング

ビーチ港が全米でも最悪の大気汚染地域に指定される
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同地域の主要汚染源の1つであるとするレポートを公

表したため，両港は地域住民の批判に晒されていた41)．

2001年に港湾管理者が計画していたチャイナシッピン

グのターミナルの開発について近隣の地域住民と環境

グループが事業の中止を求めて訴訟を起こし，港湾管

理者の全面敗訴となった．こうした厳しい経緯を経て

2004年，チャイナシッピングのターミナルに世界で初

めて陸電供給設備を設置し稼働させたのである．  

2006年にはロングビーチ港と共同してサンペドロ湾

港湾大気清浄化行動計画（The San Pedro Bay Ports 

Clean Air Action Plan：CAAP）を策定し，直ちに実施を

開始した42)．CAAPは世界で初めて港湾活動のすべての

排気ガスを活動別に測定・推計し，大型トラック，外

航船舶，荷役機械，港内艇，港内鉄道について削減措

置と削減目標を定めた．その効果は極めて高く地域の

大気質は大幅に改善した．この取組みは，港湾管理者

が環境や地域社会に係わる法令遵守の姿勢から積極的

な改善戦略の展開へと転換することに先鞭をつけた． 

CAAPは2010年と2017年に大幅なプログラムの改訂

Updateが行われ，毎年その進捗状況が報告されている．

最新の2017年CAAP Updateは，2035年に港湾に出入りす

るすべてのトラックをゼロエミッション車（電気自動

車，水素エンジン車など）にするという大胆な目標を

設定した．これを実現するための一助として，2023年4

月からコンテナターミナルを利用するコンテナ1個に10

ドルのClean Truck Fund Feeを徴収する予定である． 

 さてロサンゼルス港のSustainability Reportは2011

年に初めて刊行された43)．その内容は極めて革新的で

あり，すでに健康リスク低減，大気質，エネルギーと

気候変動，水質，関係者連携，生態系保護，公共緑

地・都市緑化，土地利用，地域経済開発，環境的正義，

サステナブルな成長からなる11の評価軸を定め，CAAP

を初めとする12のサステナビリティ戦略や政策につい

て取組みの詳細な内容と進捗状況を記述している．し

かし残念ながら，2011/2013年版と2013/2014年版は公表

されたが，それ以降のSustainability Reportは発刊が

確認出来ない．そこで最新の5カ年間の戦略計画

Strategic Plan 2018－2022におけるサステナビリティ

への取組みを分析する44)． 

まず目標（Vision）として「全米一のコンテナ港湾

であるとともにセキュリティ，サステナビリティ，社

会的責任のある港湾の世界的なモデルとなることを目

指す」としている．次いで基本方針（Mission）として

「最良のインフラと効率的な運営により顧客に価値を

提供し，北米の選ばれる玄関港であり雇用拡大の先導

者としての地位を保持し続ける」としている．このよ

うに戦略計画であるが故に基本的な港湾経営の理念や

方針は全米一のコンテナ港湾としての成長に重点を置

いている．また港湾の財政力の強化と雇用の拡大に高

いプライオリティをおいていることも注目される．TBL

戦略に照らしてみると経済面に高いウェートがあり，

さらに雇用とセキュリティを強く押し出し社会面にも

ウェートがある．この港湾の姿がロサンゼルス港のサ

ステナブルな港湾の定義であるのだろう．また目標を

表現する際に，サステナビリティと社会的責任を並列

に掲げており，サステナビリティに社会面を含めず，

むしろ環境面に絞っていることが感じられる． 

さて，表－1に示すように，ロサンゼルス港の戦略

計画は4つの指針（Objectives）を掲げそれぞれに3つ

の取組み（計12）を定め，定量的な達成目標を設定し

ている． 

 指針1は“港湾の成長を促す世界クラスのインフラ”

である．このため直近のニーズに応える貨物関連のイ

ンフラ整備，市の水・電力局と共同で長期的な港湾の

電力需要を支えるインフラ整備，港湾の長期的なイン

フラの需要予測・計画に取り組む． 

 指針2は“安全で効率的かつ環境的にサステナブル

なサプライチェーン”である．このため物流のセキュ

表－1 ロサンゼルス港のサステナビリティ戦略 

分野 基本指針 主要な取組み 

経済 港湾の成長を促す世界クラスのインフラ 

＊直近のニーズに応える物流インフラの整備 

＊長期的な港湾の電力需要を支えるインフラ整備 

＊港湾の長期的なインフラの需要予測・計画作成 

経済・環境 
安全かつ効率的で環境的にサステナブルな 

サプライチェーン 

＊物流のセキュリティと公共安全の確保 

＊サプライチェーンの効率性とターミナル生産性向上 

＊2017年CAAPの目標達成, 気候変動の対策 

経済 港湾資産の活用と財政的成果の改善 

＊新たな貨物誘致などによる貨物関連収入の増大 

＊港湾施設の活用度の拡大 

＊港湾財産の効果的な収入の創造や土地価格の反映 

社会 関係者との強い関係 

＊ウォーターフロント開発の促進と訪問者の拡大 

＊地域社会への投資，地元団体の活動の支援 

＊職員の技能研修やキャリアアップの機会提供 
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リティと公共安全の確保戦略の実施，関係者と連携し

サプライチェーンの効率性とターミナル生産性の向上，

2017年改訂CAAPの目標達成の戦略実施に取り組む． 

 指針3は“港湾資産の財政的成果の改善”である．

このため新たな貨物誘致や長期利用の契約などによる

貨物関連収入の増大，港湾施設の活用拡大，港湾財産

の効果的な収入創造や土地価格の反映などに取り組む． 

 指針4は“関係者との強い関係”である．このため

ウォーターフロント開発プロジェクトの促進と水際へ

の訪問者の拡大，地域社会への投資と活動の支援，港

湾管理者を選ばれる職場にするため職員の技能研修や

キャリアアップの機会提供などに取り組む． 

これらはすべてSustainabilityの経済，環境，社会

の各領域に深くかかわっている．とくに港湾の財政面

に係わる指針3やウォーターフロント整備による地元

社会への還元さらに港湾管理者の職員の育成に係わる

指針4は，港湾のインフラ投資や発展を目指すだけで

なく，地元社会や職員との関係をも重視する本港の経

営におけるバランス感覚がうかがえる． 

 

3）特徴ある取組み 

やはり大気質の改善や温室ガスの削減のためのCAAP

がロサンゼルス港のもっとも特徴的な取組みと言えよ

う．彼らの取組みは常に目標に向かってダイレクトで

あり，しばしば大胆すぎるようにも見えることも少な

くない．このユニークさについて港湾における2大排

出ガス源である外航船舶と大型トラックを対象とした

排気ガス削減への取組みを例に述べる． 

 まず外航船舶の排気ガス削減である．外航船舶は当

時も現在もロサンゼルス港とロングビーチ港にとって

最大の排気ガス源である．2006年の排出量は両港で発

生するディーゼル排気微粒子（DPM，発がん性物質を含

む）の59％を占め迅速な削減対策が必要であった．こ

のためまず入港する船舶に対して12ノットまで減速す

るよう協力を求めた．最近では協力した船舶に減速距

離に応じては15%～30％の岸壁使用料を減額している．

また岸壁に接岸中の船舶は船内設備の稼働や通信に必

要な電力を発電するため補助エンジンを稼働させ排気

ガスを出し続ける．これを完全に止めるため世界で初

めてAlternate Marine Power (AMP)と呼ぶ陸電供給シス

テムを開発し岸壁に設置した．2020年時点で75箇所に

AMPを設置し世界でもっとも多くの陸電供給システムを

提供する港湾となっている． 

ロサンゼルス港のユニークさはこれに留まらない．

こうした一連の取組みを続ける一方で，州政府や州議

会に働き掛け，州内の港湾を利用する船舶は入港頻度

に応じてAMPを使い補助エンジンを停止させなければな

らない州法を成立させた．2020年にはさらに規制を強

化し，2023年中に停泊中は常時AMPを使い補助エンジン

を停止させることを義務化する．また船社に低硫黄分

の燃料を使用するように要請したが，これについても

州法を制定し，さらに連邦政府を動かしカナダを含む

北米沿岸の港湾に入る船舶に低硫黄の燃料を義務づけ

た．そして2020年にはIMOの規制により全ての船舶に対

して0.5％低硫黄分の燃料使用が義務づけられた．この

ようにロサンゼルス港は自らの費用と労力を掛けて必

要な取組みを進める一方で，その取組みを州法や国際

条約の中に反映させる努力を重ねるユニークなアプロ

ーチを展開している．港湾のクリーンな大気を実現す

るため，法的な拘束力をもつ恒久的な枠組みが導入さ

れるまでの時間を買っているとも言える． 

次に大型トラックの排気ガス削減である．2006年当

時の大型トラックの排ガスは両港で発生するDPMの10％

であり，この削減はCAAPの目標実現にとって極めて重

要であった．このためClean Truck Programと呼ぶ取組

みを2008年から開始した．2007年の排気ガス基準を満

たさない古いエンジンのトラックを2012年までに一掃

しようとするもので，当初は実現が危ぶまれたが開始

から2年後の2010年には90％のトラックが2007年式か新

しい年式のトラックに入れ替わった．これは港湾のタ

ーミナルを利用する荷主からコンテナ1個当たり35ドル

の料金を徴収し，トラック事業者の買換え資金を支援

したためである． 

この結果，2014年にトラックの排出するDPMは2005年

値から97％削減された．それでも依然として港湾の排

出ガスの中でトラックの排出量はDPMの20％強であり温

暖化ガス(GHG)の37％を占めるため，2017年改定ではよ

り効果的な対策が必要と判断し，2035年までにすべて

のトラックをゼロエミッション車にすると言う新しい

目標を立てた．まだゼロエミッションのトラックは市

場に出ていないにもかかわらず，技術革新の見通しを

立て大胆に取り組んでいる．州政府がゼロエミッショ

ン車の普及を促進する立法措置や支援策を展開してい

ることも港湾管理者の背中を押したとされる． 

  

(3) バンクーバー港 

1）港湾の概要 

バンクーバー港はカナダ西海岸に位置し，正式には

バンクーバー・フレーザー港と呼ぶ．実は2008年にカ

ナダ西岸のバンクーバー港，フレーザー・リバー港，

ノース・フレーザー港の3港が統合され，メトロ・バ

ンクーバー港（現バンクーバー・フレーザー港，通称

バンクーバー港）が発足した．この港湾統合はカナダ

政府が推進するアジア・太平洋ゲートウェイ政策に応

え，3港が一体となってカナダ太平洋側の玄関港の開

発を目指したものである．港湾管理者はカナダ海事法
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（Canada Marine Act）により設立された港湾公社であ

るり，その設立の背景や特徴は後述する． 

面積は16,000haの海域と1,500haの陸域からなる．

2021年に1億4,600万トンの貨物を扱いカナダ最大の港

湾である．コンテナ貨物の取扱量は約370万TEUである．

とくに石炭，穀物，鉱物，肥料などバルク貨物の輸出

が太宗を占める．また背後圏は鉄道によりカナダ国内

にとどまらず米国の東部,中西部やガルフ沿岸にまで

広がっている． 

 

2）港湾のサステナビリティ戦略 

 3港統合により新港湾が設立された翌年2009年，クル

ーズターミナルのCanada Placeに陸電供給設備が設置

された．2004年にロサンゼルス港がコンテナターミナ

ルに世界最初の陸電供給を開始してから僅か5年後で

ある．それ以前からもサステナブルな港湾づくりへの

関心は高く，2005年には第1回目の港湾全域の排気ガス

インベントリーを作成し45)（以後5年毎に実施されてい

る），2007年に港湾大気清浄化戦略への取組みを始め，

2008年には港湾に出入りするトラックの排気ガス環境

要件を定めたトラック登録システムを実施し，2010年

に港湾管理者の運営がカーボンニュートラルになった．

そして2011年には最初のSustainability Reportを刊行

した．このように新組織の港湾管理者は非常に積極的

にサステナブルな港湾づくりに取り組んできた46)． 

2010年にPort2050と呼ぶ港湾の長期的なシナリオ作

成作業に100人の港湾関係者を招いた．全員が一緒にな

って将来の港湾の物流需要を見通し，将来の港湾のあ

り方に影響する主要な要素を選定し，2050年までの港

湾のシナリオを検討した47）．Port2050の作業に基づき

将来の環境変化を踏まえながら最も望ましい選択とし

てGreat Transitionと呼ぶ港湾の将来像を決定した．こ

れは経済，環境，社会のバランスを目指すものである．

その後2013年に港湾関係者や地域社会の人々が集まり，

バンクーバー港にとってサステナビリティとは何を意

味するかを2年間にわたり討議するプログラム

Sustainability Conversationを開始し，その成果として

2015年にサステナブルな港湾の定義を決定した．その

中で経済，環境，社会に係わる11の重要分野を特定し，

22の具体的な取組み方針を設定した．経済面について

は「貿易による経済的繁栄」，環境面については「健

全な環境」，社会面については「繁栄する地域社会」

のスローガンのもとに重要分野とその主要な取組みを

表－2に示すように設定した 47)．これらは本港の

Sustainability Reportにも連動している．  

 とくに労働者の環境の多様性と包摂性（Diversity 

and inclusion），環境面で絶滅の危険種の保全や外来

生物の除去など生物多様性，温暖化の影響への対応策

adaptationを積極的にSustainability Reportの中に明記

していることは他港との大きな違いである．さらに本

港のSustainability Reportが優れているのは，細目の

分野ごとに現状の問題，改善の目標，インフラ整備や

ソフトなプログラムを含む取組みの概要，その進捗状

況と成果を毎年分かりやすく説明していることである．

しかも関連する詳細レポートや資料にリンクがあり利

用者にとって非常に使いやすい仕様になっている． 

表－2 バンクーバー港のサステナビリティ戦略 

分野 基本方針 主要な取組み 

－経済－ 
 
『貿易による経済的
繁栄』 

①競争力ある企業活動 ＊サプライチェーンの効率性と信頼性 

②優れた労働力の存在 ＊安定的な労働力の存在   
＊労働者の健康と安全と安寧 
＊多様性と包摂性（diversity and inclusion） 

③土地利用と戦略的な投資 ＊原住民と共生する土地利用 
＊インフラの効果的・効率的・タイムリーな整備 

－環境－ 
 

『健全な環境』 

①健全なエコシステム  ＊港湾の水質への影響の抑制 

②生物多様性 ＊絶滅の危険のある種の保護 
＊海事や港湾の活動が起こす海中の騒音の低減 
＊外来生物の拡散防止 

③気候変動対策 ＊汚染排気ガス及び温室効果ガスの削減 
＊気候変動の影響への対応策（adaptation） 

④責任ある行動 ＊サステナブルなインフラの整備 
＊サステナブルなサプライチェーン活動 

－社会－ 
 
『繁栄する地域社
会』 

①良き隣人 ＊前向きな連携，進行中の連携の拡大   
＊地域の懸念への対応 

②地元社会との連帯 ＊地元及び国家経済への貢献   
＊地元社会への投資 

③原住民と共生 ＊原住民との連携       
＊原住民に幅広い機会の提供 

④安全とセキュリティ ＊公共，船舶，インフラの安全とセキュリティ      
＊緊急事態への備え，対応 
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 2016年には，明確化されたサステナブルな港湾の定

義に基づいて，新組織によるバンクーバー港の使命

（Mission）と目標（Vision）を採択した．その使命は

「安全，環境保全，地域社会への配慮を確保しつつカ

ナダの貿易目標を実現する」こととした47),48)．バンク

ーバー港はカナダ海事法による港湾公社であり，連邦

政府の運輸大臣の所管に属しカナダの貿易を実現する

責務を負う．そして目標は「バンクーバー港を世界一

のサステナブルな港湾にする」こととした．ここには

課せられた責務の遂行と時代が求めるサステナブルな

港湾の実現に同時に取り組む決意が表れている．また

地域社会や港湾関係者に対する約束の表明でもある．

統合により誕生した新組織であるが故に，新しい時代

の要請にふさわしい港湾経営方針と戦略を必要とし，

かつそれを作り上げ実行する好機と捉え，果敢に挑戦

した成果であると言えよう． 

  

3）特徴ある取組み 

バンクーバー港が広範なサステナビリティ戦略に取

り組むに当たって，継続的かつ組織的に多くの関係者

との連携や関係づくりに取り組んできたことが何より

特筆される．関係者とは大きく分けて港湾関係事業者

と地域社会の2つである．カナダの港湾は歴史的に長

らく連邦政府によって管理され，その非効率性が問題

となっていたが1998年のカナダ海事法により分権化の

徹底と経営・財務の独立化を図った．このためバンク

ーバー港は港湾整備に連邦政府の助成が一切なく，自

己の才覚でカナダの玄関港づくりと言う大課題に取り

組まなければならない．もちろんPacific Gateway Cor-

ridorと言う国家政策であるから，港湾と全国各地を繋

ぐ幹線道路や鉄道インフラに対しては政府の大きな支

援がなされている． 

 こうした背景のもと，港湾サービスの効率性を高め

世界の利用者に評価してもらうためには，なによりも

地元の港湾関係事業者やサプライチェーン事業者が一

致団結して取り組む必要がある．港湾管理者が関係事

業者の懸念や課題を理解しその改善策をともに考え実

行する姿勢を示さなければ，港湾関係者との連携は言

葉だけに終わってしまう．さらに玄関港づくりにはロ

バートバンク地区に大型の新ターミナルを建設するの

であるが，バンクーバー港の利点や特徴が国際的に高

く評価されなければ実力のある国際ターミナルオペレ

ーターを誘致することはできない．そのためにも地元

の港湾関係者との連携が必要不可欠であった． 

 と同時にバンクーバー港が都心に立地しているため

港湾活動が周囲の地域社会に与える影響は少なくなく，

円滑な港湾活動を進めるためには地域社会の理解が非

常に重要であった．またロバートバンク地区における

大規模な港湾開発は白紙の海域に展開するので，埋立

や航路浚渫さらに稼働後のトラック交通の増加など，

環境への悪影響を懸念して地域の反対が起こる可能性

も少なくなかった筈である．このため港湾管理者は他

の港湾以上に地域社会の絶大な理解と支援が不可欠で

あることを当初から強く認識していたに違いない． 

 3港統合の2008年には，さっそくノースショア臨海部

連携委員会(North Shore Waterfront Liaison Committee)

を設置し，港湾管理者，地元自治体，産業界，地域社

会の代表が集まり意見や関心や懸念を自由に交換し共

有することを始めた．その後，South地区, East地区, 

Delta地区にも同様の委員会を設置し地元社会との意思

疎通を活発に展開している．2010年には前述したよう

に100人の関係者が参加してPort2050と呼ぶシナリオラ

イティング手法による20年後さらに40年後のバンクー

バー港の長期的な将来像を検討した．これには港湾管

理者幹部，港湾関係事業者，地域社会代表，原住民代

表，地元行政機関，連邦政府機関，外部専門家などが

参加した．バンクーバー港の将来像をサステナブルな

港湾へのGreat Transitionモデルの実現として定め，そ

の実現に影響する多くのファクターを検討した． 

ここで策定されたPort2050はその後の社会経済の変

化を反映させるため，2014年から見直し作業を始め

2015年6月に改訂版を公表した47)．この過程でも多くの

関係者や専門家を交えたワークショップが多数開催さ

れ，それぞれの見解や将来への見通しについて意見を

交わした．また地元関係者の代表者や著名な専門家と

のディープインタビューも実施した．その結果，2010

年のPort2050と基本的な考え方に変更はないが，気候

変動への世界的な意識の高まり，経済の回復(2010年当

時は2008年のリーマンショックから抜け出せず経済見

通しは暗かった)と経済格差の拡大，米国における新

たなエネルギー資源開発，自然環境の保全に対する関

心の高まり，革新的な技術革新や制度設計の登場など，

バンクーバー港を取巻く4年間の大きな環境変化を考

慮してPort2050に修正を加えた．またバンクーバー港

及び地域における物流や工業に使える用地の深刻な不

足，高度教育や高い技術力のある人材の不足が多くの

参加者から指摘され，これらへの新たな取組みも強化

された． 

 また前述したように2013年から2015年に掛けて，2年

間のサステナブルなバンクーバー港の具体像を討議す

る活動を開始した．その結果が先述したサステナブル

な港湾の定義であり，2016年のバンクーバー港の使命

（Mission）と目標（Vision）の設定に繋がった． 

 最近ではThe West Coast Supply Chain Visibility Pro-

gramと呼ぶ取組みを2019年から開始し，バンクーバー

港を経由する物流の効率化を図るため港湾だけでなく
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サプライチェーン全体に関する情報のデジタルシステ

ムを構築し始めている48)．また鉄道と交差する幹線道

路の高架化プロジェクトを港湾の内外で精力的に進め

ている．こうした一連の取組みによりすでに穀物や石

炭などのバルク貨物の輸送効率を大きく改善するとと

もに，温暖化ガスや大気汚染排出ガスの削減も進んで

いる．港湾管理者のこれらの積極的な取組みが港湾関

係者の信頼をさらに高めているものと考えられる．こ

のようにバンクーバー港は3港の統合以来，港湾関係

者との関係づくりを継続的に展開しつつ，着実にカナ

ダの玄関港づくりの成果をあげてきた．そこには港湾

関係者と培った信頼関係や濃密な連携と港湾管理者の

着実な戦略実行が車の両輪のように作動し好循環が働

いている．本港の活発なサステナビリティ戦略はこう

した基礎の上に構築され展開されている． 

 

(4) ロッテルダム港 

1）港湾の概要 

ロッテルダム港はライン川が北海に注ぐ支流の1つ

マース川の河口部に位置する欧州最大の港湾である．

コンテナなど物流の拠点であるだけでなく，大手石油

会社の製油所，発電所やガス製造所などが集積する世

界最大の石油化学コンビナートの1つでもある．北海

まで40kmにわたりマース川に沿って港湾施設が整備さ

れ，現在はマースフラクテIIと呼ぶ外洋の大規模な埋

立による新規開発が進行中である．港湾管理者は中世

より長くロッテルダム市であったが，2004年に公企業

として株式会社化された．株主はロッテルダム市(株

式シェア71％)とオランダ政府（29％）である49)． 

港湾の面積は12,500ha，うち陸域は約8,000haである． 

2021年の貨物取扱量は4億6,900万トンで，原油や鉱油

など液体貨物が2億500万トンと44％を占めている．コ

ンテナ貨物は1億5,400万トンと33％を占め，個数ベー

スで1,530万TEU，欧州の港湾で初めて1,500万TEUの大

台に載った． 

 

2）港湾のサステナビリティ戦略 

 ロッテルダム港はSustainability Reportを作成して

いないが，Annual ReportやCorporate Social Responsibi

－lity Statementなどからサステナブルな港湾づくりへ

の幅広い取組みを知ることができる． 

 まずロッテルダム港の目標（Mission）は，「世界ク

ラスの港湾で顧客や関係者と協力してサステナブルな

成長を遂げることにより経済的，社会的な価値を創造

する」こととしている50）．また基本方針（Vision）は

「ロッテルダム港を絶え間なく改善して世界でもっと

も安全で効率的でサステナブルな港湾にする」さらに

「欧州や世界の発展市場においてチェーンやネットワ

ークやクラスターを開発することにより顧客のための

価値を創造する」としている．このようにサステナブ

ルな港湾づくりを目標に位置づけ，港湾の安全性や効

率性の向上とともに経済的，社会的な価値を創造する

ことの重要性を強調している．(表－3) 

Corporate Strategyは「単なる貨物量の拡大を越えて

社会的や経済的な影響を引き起こすこと．また必要と

されること（Relevance）と質（Quality）が重要であ

る」としている．Annual Report 2021は「ロッテルダム

港を効率的でクリーンにし健全で自然豊かな環境にす

ることにより，港湾と工業地帯がオランダ経済に重要

な貢献をする」と述べるともに，「港湾の成功は社会

表－3 ロッテルダム港のサステナビリティ戦略 

分野 基本方針 主要な取組み 

経済 

欧州のハブ港湾 

＊インフラの充実，拡張空間の確保 

＊安全性を最優先 

＊効率的なサプライチェーン 

欧州の中核的工業コンプレックス 

＊カーボンニュートラルな工業地帯 

＊生産技術の革新とデジタリゼーション 

＊工業地帯の再開発 

環境 

エネルギー転換と循環経済 

＊気候変動対策，CO2削減，CCUSの実現 

＊再生エネルギーや水素の生産と輸入拠点づくり 

＊原材料の再資源化やエネルギーの相互提供，循環経済 

豊かな自然環境と生活環境 

＊自然環境の保全と再生 

＊生物多様性の保全 

＊レクレーション空間の創出 

社会 

地域社会との共生，連携 

＊ウォーターフロント整備 

＊港湾と都市/地域との連携強化 

＊広報活動の充実Port Pavilion, Future Land 

充実した労働環境 

＊地元雇用の拡大 

＊港湾労働者との対話，再訓練 

＊職員研修や再教育の充実 
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全体が直面する課題への解決に取り組むことによって

も規定される」との見解を示し，炭素削減，清浄な大

気，雇用，包摂性，安全，健康，安寧が重要な社会的

課題だとしている50)． 

 Corporate Social Responsibility Statementでは，サ

ステナブルな港湾をつくるため3つの基本テーマを掲

げている51)．第1に「安全と健全な環境」であり，安全

が最重要であるとしている．その上で健全で魅力的な

環境を整備するとともに自然と生物多様性を保全する

ことを目指している．第2に「気候とエネルギー」を

位置づけ，気候変動への対策の推進に貢献するとして

いる．またロッテルダム港をエネルギー転換と循環経

済を実現する場とすることを目指している．第3に

「人々と仕事」を掲げて，人々がそれぞれの才能や能

力を発揮できる包摂性の高い港湾を目指している．ま

た現在から将来にわたって多様なレベルの雇用を提供

する港湾をつくるとしている． 

またロッテルダム港の長期計画であり経営指針であ

るPort Vision 2030は2011年に策定されたが，その後の

急速な環境の変化を踏まえて2019年に見直しがなされ，

新たなPort Vision 2030に改訂された52)．中心的なコン

セプトであるグローバル・ハブとしてのロッテルダム

港，欧州最大の工業クラスターとしてのロッテルダム

港を実現すると言う考え方に変更はない．しかし港湾

や工業に大きな影響を与える変化要因としてデジタリ

ゼーション，循環経済，自動化，技術革新にとくに注

目し，物流港湾や工業地帯が取り組むべきこれからの

変容を描き出している．石化燃料や石化原料に頼る現

在のシステムから新しいエネルギーや原料への転換が

港湾物流や工業地帯にどのような変化と対応を迫るか

について多面的な検討を行っている．バイオマスや水

素燃料をロッテルダム港や工業地帯で生産し，また世

界から輸入し，欧州の玄関港として欧州各地に供給し

ていくことを新たな重要課題として位置づけ，複数の

基幹プロジェクトを提起している．また環境や社会の

変化をロッテルダム港として受け止めるため，気候変

動とカーボンニュートラルへの取組み，港湾と都市や

地域との連携強化，地元の雇用拡大や人材育成にもよ

り大きな力点がおかれている． 

またロッテルダム港は港湾開発に対する住民の反対

にも直面してきた．例えば2,000ha（うち埋立1,000ha）

に及ぶマースフラクテIIの大規模開発は，住民から度

重なる環境アセスメントの実施を迫られ10年以上にわ

たり遅延したとも言われる．こうした経験を踏まえて

広報活動に力を入れている．市内にある内港地区に広

報活動のための建築“Port Pavilion”を整備し，港湾

ビジターセンターと海事ミュージアムを収容して市民

のみならず観光の拠点ともなっている．またマースフ

ラクテIIの埋立地には“Future Land”と呼ぶ港湾情報

及び展望センターが整備され，Port Pavilion周辺から

当該施設まで船が出ている．ここではマースフラクテ

IIの港湾開発の意義や環境への影響と対策など幅広い

取組みが展示，情報化されている．また開発の現場を

市民が巡る説明ガイド付のツアーも運航されている． 

このようにロッテルダム港のサステナブルな港湾づ

くりの戦略は，他の主要港湾と同様に，まずは国際的

な競争力のある港湾の実現を最大の責務としインフラ

の整備や安全性と効率性の向上を目指しながら，経済，

環境，社会の各分野にバランス良く対応している．と

くに本港のサステナビリティにとって安全性に高いプ

ライオリティをおいていることは，狭隘な河川港湾で

ありながら欧州最大の工業地帯を抱える本港の特性か

ら十分に理解できる．また石油化学産業が集積する現

在の工業地帯をどのようにして新時代に生き残れる，

ないし変革をリードする最先端の工業地帯に変貌させ

るかがロッテルダム港のサステナビリティにとって最

大の課題であることも理解できる．こうした難題に，

ロッテルダム港は自治体や民間企業と構成する港湾コ

ミュニティの総力を挙げて取り組んでいくであろう． 

 

3）特徴ある取組み 

ロッテルダム港は欧州最大の港湾と言うポジション

に甘んじることなく，常に経済社会の変化や動向に敏

感であり新たな挑戦に前向きである．むしろ自分たち

が世界の港湾をリードするのだという自負や気概を感

じるほどである．例えば気候変動に対する港湾の取組

みの重要性をいち早く認識して，2008年に世界の主要

港湾に呼び掛け，さらに気候変動に取り組む大都市グ

ループ C40 Climate Leadership Groupにも参加してもら

い世界港湾気候会議をロッテルダムで開催し，そこで

の討議と決議に基づいて同年8月にはIAPHによるWorld 

Port Climate Initiative (WPCI)の立上げを導いた． 

また欧州最大の工業地帯を抱える欧州最大の物流港

湾であることから，独特の幅広い視点にたった問題意

識と戦略が繰り出される53)．工業地帯のカーボンニュ

ートラル実現を目指して，異なる資本や業種を越えて

企業の生産施設間で余熱や蒸気を相互に流通しあうパ

イプライン網を完成させた．Carbon Dioxide Capture, 

Utilization and Storage（CCUS）への取組みも活発であ

る．港湾や工業地帯から排出されるCO2を回収し20km離

れた北海の枯渇したガス田を使い海底下3～4kmの深さ

に貯留するCCUSは，ロッテルダム港が先陣を切って構

想してきたものである．CCUSを国際法上も可能となる

よう2006年に国連でMARPOL条約が改正され，ロッテル

ダム港の工業地帯に立地する大手石油化学会社やガス

会社と一緒にプロジェクトの実現に取り組んでいる． 
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Porthos (Port of Rotterdam CO₂ Transport Hub and Off-

shore Storage)と呼ばれ，オランダ政府やEUの支援を受

け，2024年からロッテルダム港のパイプラインシステ

ムを経由して年間250万トンのCO2を回収・貯蔵する予

定である．すでに工業地帯から発生するCO2を回収し，

地域の温室農家に提供するサービスが始まっている． 

さらにエネルギー転換戦略の一環として，Delta 

Corridorと呼ぶ計画を進めている．これはロッテルダ

ム港からオランダ国内に留まらずドイツなど内陸部に

向けて，水素，CO2，LPG，プロピレンなど多様なエネ

ルギー原料や工業原料を輸送する国際的なパイプライ

ン網プロジェクトである．ロッテルダム港が新時代に

おいても欧州の中心的な港湾として機能し続ける戦略

でもある．こうしたサステナビリティへの取組みにも

彼らのしたたかさがうかがえる． 

またロッテルダム港はコンテナターミナルのオペレ

ーターの国際公募において世界で初めて環境条件を課

した港湾でもある32)．通常の入札資格はオペレーター

の経営実績や財務基盤，集荷能力，提案内容などが問

われるが，2015年に稼働したマースフラクテIIの新タ

ーミナルの公募時にはモーダルシフトの実現をコミッ

トできるオペレーターだけが参加できるとした．2020

年にロッテルダム港で取扱うコンテナの52％はトラッ

クにより背後圏に搬出入している一方，鉄道輸送は

10％に過ぎない．河川港であるロッテルダム港を支え

るマース川に沿った幹線道路は1本しかなく，新たに

ターミナルを整備してもこの幹線道路が渋滞しては港

湾の能力を拡大できない．このため鉄道へのモーダル

シフトが本港の将来にとって必須条件であり，鉄道輸

送の比率を2030年までに25％～40％まで（将来のシナ

リオによって異なる）引き上げるのがPort Vison 2030

の目標となっている．このためマースフラクテIIの新

ターミナルのオペレーターはコンテナ取扱量の最低で

も65％を鉄道輸送する契約になっている．ターミナル

の貸付契約に強制力のあるモーダルシフト条項を含め

た世界で唯一の港湾となっている． 

モーダルシフトの実現はどの港湾にとっても簡単で

はない．このためロッテルダム港は重層的な取組みを

戦略的に進めている．まずコンテナターミナルからオ

ランダ各地さらにドイツの鉄道網（さらに欧州各国の

鉄道網）と繋ぐため，2008年にオランダ政府の支援に

より160kmのベテゥヴェルート貨物専用鉄道を開設し，

その運営にも港湾管理者は参画している．また本港タ

ーミナルから50kmほど離れた市外のアルバッサーダム

の河川沿いにコンテナ積み替えターミナルを整備し，

ターミナルオペレーターにコンソーシアムを作らせ港

湾から積替え基地までのバージ輸送を実施している．

ここからコンテナをトラックに積替え高速道路により

欧州各地に輸送する．こうしたモーダルシフト促進の

複数のプロジェクトを動かしながら，上述したように

ターミナルオペレーターにモーダルシフトへの取組み

を契約条件の1つとして迫っているのである．彼らが

大きな課題に取り組む際の周到な計算や戦略ぶりを，

ここにも見ることができる． 

 

(5) アントワープ港 

1）港湾の概要 

2022年4月アントワープ港とゼーブルージュ港が統合

され，両港を一体的に経営するためアントワープ・ブ

ルージュ港湾公社が港湾管理者として設立された．公

社の株主はアントワープ市とブルージュ市で，出資割

合はアントワープ市が80.2%，ブルージュ市が19.8%で

ある．現在の港湾の正式名称はアントワープ・ゼーブ

ルージュ港であるが，今回の分析は統合前の状況を対

象とするため本論文ではアントワープ港と呼ぶ. 

アントワープ港はスケルト川の河口から65km遡った

ところに位置し，総合的な物流の拠点港湾として機能

するとともにロッテルダム港に並ぶ欧州最大級の石油

化学産業クラスターを形成している．なお海に面する

ゼーブルージュ港は水深の深い外港地区に欧州最大級

のLNG基地やコンテナターミナルを整備し，内港地区に

は欧州最大の完成自動車の物流拠点を形成している． 

 2021年の貨物取扱量は2億4,000万トンで，うちコン

テナ貨物が1億3,800万トン（1,200万TEU），液体貨物

が7,120万トンと太宗を占めている．欧州第2位のコン

テナ港湾としてロッテルダム港に迫る勢いであり, 

ベルギー国内のみならずドイツ，フランス，スイスな

ど欧州の主要地域と運河・水路，高速道路，鉄道で接

続されている． 

 

2）港湾のサステナビリティ戦略 

 アントワープ港のトリプルボトムライン(TBL)に基づ

くサステナブルな港湾づくりは欧州の港湾の中で嚆矢

となると考えられる．最初のSustainability Reportが

すでに2012年に公表されたとの報告がある19)．この時

すでに港湾は経済的な発展のみならず環境との調和に

加えて社会的な価値を創造することの重要性を強く打

ち出していた．つまりサステナビリティのTBL戦略であ

る．北米大陸のロサンゼルス港とバンクーバー港が

Sustainability Reportを作成したのが2011年であるか

ら，奇しくも同じ時期に呼応する．大気汚染に焦点を

おく国際プラットフォームWPCIの開設が2008年であり，

サステナビリティ戦略を視野に入れたWPSPの開設は

2018年であるから，アントワープ港のTBL思考は世界の

港湾社会を5年から10年も先行していたと言えよう． 
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 当時の経営戦略計画には，「付加価値の創造」と

「社会的価値の創造」の2つが基本的な経営目標とし

て掲げられていた．「付加価値の創出」については ①

サプライチェーンの最適化，②プラットフォームでの

相乗効果の創出，③インフラや空間の有効活用，④世

界一の港を目指しての取組みを計画し，「社会的価値

の創造」については⑤持続可能な港づくり，⑥土地利

用計画の実行，⑦社会問題（渋滞問題, 労働問題, 人

材確保, エネルギー）への挑戦，⑧他港や他業種との

連携に取り組むとしていた．この時期すでにアントワ

ープ港では港湾経営における社会的価値の創造の重要

性を非常に強く認識していたと言えよう． 

 Sustainability Report 201954)及びSustainability 

Trend Report（本港のSustainability Reportは2020年以

降Web版に移行し随時アップデートされるようになった）

によれば，戦略的な重要方針としてまず経済のハブで

ある港湾のサステナブルな成長を第1にあげる．社会

への支援を強化し人権や環境を尊重しつつ，港湾活動

を多角化することにより付加価値を生み出し雇用を護

るとしている．第2の重要方針として港湾の顧客と職

員にとって本港が魅力的であり続けるため，物流の円

滑化と通勤の改善に注力するとしている．第3に低炭

素化，循環経済，気候変動，デジタル化への移行と技

術革新への対応を掲げている．第4に活発な研修や人

材支援によって自動化や高齢化に対応し，顧客や職員

や港湾事業者にとって安全で居心地のよい港湾にする

ことを揚げている．最後に第5の重要方針として既存

や新規の関係者が協力してさまざまな課題に取り組む

クラスターの形成をあげている55)-57)． 

 こうした重要方針のもとに取り組むサステナビリテ

ィ戦略の主要な展開分野として，繁栄（Prosperity），

地球（Planet），人々（People），平和（Peace），連

携（Partnership）の5分野を掲げて，それぞれ具体的

な取組みやプロジェクトの内容を明らかにしている．

Prosperityについては，サステナブルな港湾の成長に

取り組む．具体的には港湾インフラの整備，既存ター

ミナルの再整備・高度化，デジタル化による技術革新

などを主要な施策としている．Planetについては気候

変動への対応や大気質の改善，浮遊物の除去など環境

の課題に取り組む．例えば環境への影響の低減，スケ

ルト川の自然環境の保全，循環経済への転換，新エネ

ルギー導入とエネルギー転換，汚染された土壌の改善

と再開発などである．Peopleについては健全で尊厳あ

る労働環境を創出し，またすべての職員に持続的なキ

ャリアを支援する．具体的には職員の研修，離職率の

低減，多様性の確保，公共交通機関による通勤，自宅

でのリモートワークなどに取り組む．Peaceについては

透明性の確保と対話によって公正で包摂性の高い社会

づくりに貢献する．地域社会との意見交換，地域の諸

団体への支援，事故の削減と対策，セキュリティ対策

などに取り組むとしている．Partnershipについては，

港湾の内外の関係者との交流と連携である． 

 最初のProsperity，Planet，Peopleの3つの分野はい

わゆるTBL戦略の経済，環境，社会である．Peaceは内

容を見ると社会の分野に属する．PartnershipはTBLの3

分野に共通となる領域であるといえよう．アントワー

表－4 アントワープ港のサステナビリティ戦略 

分野 基本方針 主要な取組み 

繁栄 

Prosperity 
サステナブルな港湾の成長 

＊スケルト川左岸の港湾ターミナルの開発 

＊既存ターミナル再整備，自動化 

＊サプライチェーンの効率化 

＊デジタル化/情報システム高度化 

地球 

Planet 
気候中立と循環経済 

＊気候変動対策，エネルギー転換，循環経済の実現 

＊臨海工業の資源再生，エネルギー相互融通，汚染土壌改善 

＊CCUSの実現 

＊水素の生産体制・輸入インフラの整備 

＊スケルト川の自然環境の保全 

人  々

People 
健全で尊厳ある職場環境 

＊職員の研修，キャリアアップ機会提供 

＊職員の改善提案の採択，実現 

＊職員構成の多様性の確保 

＊通勤用の公共交通機関の利便性向上 

平和 

Peace 
地域社会の安定と発展 

＊地域社会との対話，交流イベント開催 

＊幅広い地域団体の活動への支援拡充 

＊事故防止，セキュリティ対策の強化 

＊港湾周辺のゴミ清掃，水域の浮遊物除去 

連携 

Partnership 
港湾関係者の参画と交流 

＊スタートアップのイノベーション拠点への立地 

＊国際的に高度な港湾クラスターの形成 

＊サステナビリティ・レポートの作成 
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プ港のサステナビリティ戦略における取組みの基礎と

なる考え方であると読み取るべきであろう．  

 

3）特徴ある取組み 

 アントワープ港のSustainability Reportの最大の特

徴は，サステナブルな港湾づくりへの取組み成果を測

定する詳細な指標つまりSustainability Performance 

Indicators(SPI)の体系化にある19),22)．その時々の港湾

管理者の都合や思い付きで測定の項目や指標を変える

のではなく，港湾の関係者が討議を繰り返してSPI項目

の選定や指標を決定し，継続的に利用している．いく

つかのSPI項目については計測するデータの選択などを

巡り開発中のものがあると報告している．何より港湾

の関係者として港湾管理者，市・州政府関係部局，港

湾産業団体，港湾振興団体，港湾関連企業，工業地帯

立地企業，市民団体，環境NGOなど実に幅広いグループ

からの代表が参画している． 

 SPIの開発においてユニークな点は，いわゆるトリプ

ルボトムラインの取組みや成果について評価項目や指

標を単に定めるのではなく，インパクトの発生者とし

ての港湾に直接関係する項目と港湾を越えたインパク

トの受け手としての地域に関係する項目の双方につい

て設定していることである．つまり「経済的な価値」

について港湾そのものに関係する項目としては，取扱

貨物量，入港船舶数などであり，港湾を越えた地域に

関係する項目として交通量，モーダルスプリット，ロ

ジスティクス活動，サプライチェーンなどである．

「環境的な価値」について港湾そのものに関係する項

目としては，ESI（Environmental Ship Index）割引対象

船舶数，船舶スラッジ量，油流出量，陸電供給量など

であり，港湾を越えた地域に関係する項目としては温

暖化ガス排出量，大気の質，海水の質，土壌の質，港

湾によるその他環境汚染（光害，騒音，臭気など），

自然環境の保全箇所数などである．「社会的な価値」

について港湾そのものに関係する項目として，海事港

湾セキュリティ（ISPS Code），税関認定事業者（AEO）

数，不審クルーズ船客数などであり，港湾を越えた地

域に関する項目としてはウォーターフロント整備，レ

クレーション施設，地元団体への支援，港湾労働者数，

研修施設数，通勤用公共交通機関，通勤自転車道など

である． 

 Sustainability Reportでは，このように体系化され

た評価項目ついて40を越える成果指標(SPI)が設定され，

それぞれ非常に丁寧に分かりやすい記述がなされてい

る．例えば温暖化ガスや有害物質を含む大気ガスの排

出量については，排出源のタイプ毎に産業の業種別や

港湾の活動別（荷役，船舶，トラックなど）など詳細

なデータが時系列で公表されており，取組みによる改

善の進捗が一目瞭然となっている． 

 

(6) 東京港 

1）港湾の概要 

 東京港は東京湾の最奥部，隅田川の河口に江戸時代

初めから港湾として整備され，とくに戦後の高度経済

成長期の活発な埋立により湾奥部の両岸や沖合に拡大

し発展してきた．大都市の東京はもとより首都圏の産

業活動や市民生活を支える都市型の流通拠点港湾であ

る．また港湾内に都市の発展に必要な商業，流通，居

住などさまざまな都市活動の施設を受入れている．港

湾の経営は本研究で分析対象とした他の主要港と異な

り行政の一環として行われている．港湾管理者は東京

都港湾局であり，その長は都知事である． 

港湾の面積は10,000haであり，このうち陸域と海域

が半分ずつである．なお陸域において臨港地区の指定

区域は1,000haとなっている．2021年の貨物取扱量は

8,500万トンである．取扱う貨物の3分の2が国内外から

輸入・移入されるもので都市の活動に直結する物資の

比率が高い特徴をもつ．コンテナ貨物量は4,600万トン，

個数ベースで490万TEUであり，全国最大のコンテナ港

湾となっている． 

 

2）港湾のサステナビリティ戦略 

 東京港においてはサステナブルな港湾づくりに取り

組む全体像を捉えたSustainability Reportを作成して

いない．しかし東京都はこれまでも大気や水質など環

境汚染に対する取組みを積極的に進めてきた58)．1949

年に全国に先駆け工場のばい煙などを規制する「工場

公害防止条例」を策定，さらに1969年に公害防止条例

を定めた．2000年には公害防止条例を全面的に改正し

「環境確保条例」を策定し，地球温暖化やヒートアイ

ランド現象など喫緊の課題にも幅広く取り組むことと

した．2019年にはゼロエミッション東京戦略を策定し

2050年のカーボンニュートラル実現を目指している． 

このため港湾管理者として2008年から温暖化ガスの

排出削減に努力したターミナルオペレーターに貸付料

を割り引くインセンティブ制度を導入している59)．ま

た2010年に環境確保条例の改正により温暖化ガス排出

権取引「キャップ＆トレード制度」が導入され，大規

模事業所に対するCO2排出量の総量削減義務化を開始し，

さらに2020年より都内のすべての工場やオフィスに温

暖化ガスの排出削減が義務化されたことにともない，

東京港に立地する事業者に対し温暖化ガス削減の促

進・支援を進めている． 

また政府の2050年にカーボンニュートラルを実現す

る基本方針に基づき，国土交通省は大量の温暖化ガス

を排出する多様な産業が集積し，多くの輸送機関が集
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まり活発な活動が展開する港湾において集中的に温暖

化ガスの削減を図ることが効果的，効率的との見地か

ら，カーボンニュートラルポート(CNP)形成への取組み

を開始した60)．この取組みには新しエネルギー源とな

る水素や燃料アンモニア等の生産や輸入拠点づくりが

重点課題として含まれている．2022年，東京港に関係

する船社，港運企業，輸送会社，倉庫会社，エネルギ

ー関係企業からなるCNP検討会を立ち上げた．しかし，

ここには環境NGOや地域住民は含まれておらず，極めて

専門的かつ産業的な立場からCNPの形成が図られようと

していることがうかがえる． 

さて東京港のサステナブルな港湾づくりの全体像を

把握するには，日本独自のシステムとして港湾法によ

り策定が義務付けられている港湾計画やそのベースと

なる長期構想をみる必要がある．東京港では2014年に

第8次港湾計画が策定されたが，数年前からその改訂

に向けて概ね20年後(2040年代)の東京港の将来像を明

らかにする長期構想の検討が進められ，2022年に港湾

審議会より答申された61)．その内容を踏まえ第9次港湾

計画を策定するための検討委員会が設置されたところ

である． 

長期構想によれば，東京港の基本的な役割は物流，

防災，環境，観光・水辺づくりであるとしている．基

本理念として「進化し続ける未来創造港湾 東京港～ス

マートポートの実現～」を掲げ，「人々の暮らしを支

え日本経済を牽引するダイナモとして，最先端技術の

積極的な活用と港湾空間のモデルチェンジにより，常

に港の新陳代謝を進め，新たな価値を創造し，国際競

争力が高く進化し続ける港」であるとしている．世界

の主要港湾と同様に，東京港が生活や経済を支えるエ

ンジンとして常に進化し続け国際的な競争力を高めて

いくことの重要性に焦点を当てている．  

ここで世界の主要港湾と際だった東京港の違いを理

解するため，東京港の土地利用の現状をみてみよう．

第8次港湾計画資料によれば2014年時点で埠頭や荷捌き

地，旅客ターミナルなど港湾の輸送機能用地が1,497ha 

(30.1％)，道路や鉄道など交通機能用地が1,622ha 

(32.6％)，緑地が693ha (13.9％)，商業や居住など都市

機能用地が582ha (11.7％), 廃棄物処分場用地が103ha 

(2.1％)となっている62)．東京港が単に物流や人流の輸

送拠点であるだけでなく，湾岸エリアを支える幹線道

路や鉄道さらに新幹線車両基地など多様な交通機関の

空間となっていることが分かる．さらに都民のための

レクレーションの場として緑地は実に100haを越え，海

上公園による緑のネットワークを形成し東京港全体の

10％以上を占めている．また竹芝やお台場や有明など

魅力的な商業施設や国際展示場などが集積し，八潮地

区には人口11,000万人の住宅団地がつくられている．

さらに都市活動から排出される膨大な廃棄物の処分場

としても重要な役割を果たしている． 

表－5に示すように，基本構想は上述の基本理念の

もと目指すべき将来像として，物流については国際競

争力のあるコンテナ輸送拠点港を形成し，モーダルシ

フトを促進するとともに快適で働きやすい環境を実現

するとしている．デジタル化の技術革新によるサイバ

ーポートを目指しターミナルやサプライチェーンの効

率化，省エネルギー化を図る．港湾労働における女性

や高齢者雇用の高まりに配慮し安全性や福利厚生施設

の充実を図る．また通勤のためにバスルートやダイヤ

の改善を進める． 

表－5 東京港のサステナビリティ戦略 

分野 基本方針 主要な取組み 

経済 
＜物流＞ 暮らしと日本経済を牽引するダ

イナモとしての港湾  

＊国際競争力あるコンテナ港湾，インフラ整備 

＊モーダルシフト，サプライチェーン効率化 

＊快適で働きやすい環境 

＊デジタル化/情報システム，サイバーポート 

＊女性や高齢者就業を支える安全・福利厚生施設 

環境 
＜環境＞ 未来の世代につなぐグリーンな

港湾  

＊カーボンニュートラルポートの実現 

＊船舶，トラック，荷役機械の脱炭素化 

＊水素等次世代エネルギー燃料船舶の普及 

＊海域の生物多様性，藻場・干潟の保全・再生 

＊廃棄物の再資源化，循環型経済の推進 

社会 

＜防災＞ 災害に強いレジリエントな港湾  

＊災害時にコンテナ輸送が途絶えないシステム構築 

＊緊急物資の受入れ拠点，配送体制の整備 

＊海面上昇に対応する海岸護岸の整備(adaptation)  

＊港湾インフラ長寿命化，予防保全型維持管理 

＜観光・水辺づくり＞ にぎわいのゲート

ウェイとしての港湾   

＊クルーズ客船寄港誘致の戦略強化 

＊大型クルーザー・プレジャーボートの受入れ 

＊海上公園の魅力強化・再整備（民間との連携） 

＊水辺オープンスペースでのイベント開催支援 
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防災についてはレジリエントな港湾づくりに焦点を

当てるとしている．とくに緊急物資の受け入れやコン

テナ幹線輸送の維持のため災害時にも物流活動が途絶

えない強靱な港湾づくりを目指す．また気候変動の影

響への対応策として海面上昇や高波高潮の激甚化に備

える海岸防護施設を整備する．港湾インフラの長寿命

化を図るため予防保全型の維持管理を強める． 

環境についてはカーボンニュートラルな港を目指し

て船舶への陸電供給や水素など次世代エネルギー供給

の体制づくり，ターミナルの荷役システムや機器の電

気駆動化や脱炭素化を図るとしている．また豊かな海

域環境を創出するため，水生生物や水鳥など多様な生

物の生息の場であるとともに，脱炭素化の一環となる

ブルーカーボンの促進の場である干潟や藻場等の保

全・再生に積極的に取り組む．さらに廃棄物を再利用，

再資源化する循環型社会の形成に貢献するとしている．  

観光・水辺づくりとしては，クルーズ船のターミナ

ル機能の充実や寄港誘致に力を入れるとともに，大型

クルーザーやプレジャーボートの増加に対応して受け

入れ施設を整備し，港湾のにぎわいづくりを前進させ

るとしている．また港内に整備してきた海上公園の使

いやすさを改善し集客力のあるイベントの誘致や多様

な団体による水辺イベントの開催を進めるとともに，

港内の河川や運河の利用・活用にも力を入れ舟運（水

上交通）の再生や活発化を図る計画である． 

このように東京港はサステナブルな港湾づくりのト

リプルボトムライン（TBL）戦略に積極的に取り組んで

いるといえよう．つまり長期構想が軸として立てる物

流，環境，にぎわいは，経済，環境，社会のTBLに呼応

している．これらに加えて，大都市東京を直背後に抱

えるため港湾の防災や強靱化を独立した軸として重点

を置くことは十分に理解できる． 

 

3）特徴ある取組み 

東京港は埋立により開発された港湾である．しかし，

その港湾開発は世界の港湾で行われる通常の埋立によ

る開発とは異なり，人工的な磯場や干潟や浅場を積極

的に整備し，海がもつ本来の生態系や自然浄化機能を

計画的に再生してきたことである．海上公園の1つで

ある東京港野鳥公園では広大な干潟を再生し，若洲海

浜公園では長大な磯場を整備し，多くの動植物が戻り

生息している．また芝浦運河や豊洲運河では積極的な

藻場づくりが実施されている． 

なかでも葛西海浜公園は，その自然環境の保全と人

工的な再生への戦略的な取組みが国際的に評価され，

国際的にも重要な湿地であることが認められ，2018年

にラムサール条約湿地として登録された63)．この海上

公園は江戸川区臨海町の葛西沖に位置し，1980年に本

格的な整備が始まり1989年に開設された．自然環境の

保全と回復を図るとともに，水に親しむ場所として２

つの人工なぎさ（「西なぎさ」と「東なぎさ」）が整

備され，それぞれ延長約800ｍの人工なぎさが広がって

いる．西なぎさには広い砂浜があり日常的な散策や潮

干狩りが楽しまれている一方，東なぎさは自然環境保

全のため原則立入禁止のエリアとし多くの生き物が生

息している．毎年，スズガモや絶滅危惧種のコアジサ

シをはじめとする多くの渡り鳥が飛来するほか，東京

湾が北限の生息地となるトビハゼやヤマトシジミ，ア

サクサノリなど，絶滅が危惧される種を含む多種多様

な生き物が生息している． 

また東京港は高潮・高波の被害から沿岸地域の生命

や財産を守るため防災への総合的な取組みを行ってい

る64)．港湾地帯を多様な活動や機能のための空間とし

て開発するだけでなく，沿岸地域を海岸災害から保護

する役割を果たしている．東京港において干潮面上約

5メートルの地域には23区の面積の約4割に及び約300万

人が生活している．このうち満潮面以下のいわゆるゼ

ロメートル地帯は都23区面積の約2割であり，約150万

人が生活している．このため総延長60kmに及ぶ防潮堤

を整備し19基の水門や4箇所の排水機場を設けるととも

に，常時高潮や高波の監視を続けている．また近年の

地球温暖化の影響を専門家とともに検討し，最悪のケ

ースとして2℃の温度上昇を見込み，将来の海面上昇

を60cmとし台風の強大化も考慮して現在の防潮堤の半

分に当たる約30kmを嵩上げする計画を策定した．嵩上

げの高さは豊洲地区で60cm，晴海地区で80cm，東部地

区では最も高い1.4mになるという．東京港のサステナ

ビリティ戦略にはこうした総合的な防災の視点を欠く

ことができない． 

 

5．港湾経営とサステナビリティ 

 

(1) サステナビリティ・レポートの意義 

現在，Sustainability Reportを作成している港湾は

決して多くない．OECDは加盟国で取扱貨物量が世界100

位に入る港湾において，環境基準に適合した船舶に割

引を与えるグリーン港湾料金（Green Port Fees）を導

入している港湾は30にも達しないと報告している28)．

このことからもSustainability Reportの作成に取り組

んでいる港湾が少ないことは容易に類推される． 

本研究の事例分析の対象港湾では，バンクーバー港

とアントワープ港だけがSustainability Reportを作成

しており，ロサンゼルス港，ロッテルダム港，東京港

は作成していない．少し厳密に言えば，ロサンゼルス

港は最初のSustainability Reportを2011年に刊行し43)，

その後2011/2013年版と2013/2014年版が公表されたが，
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それ以降のSustainability Reportは発刊を確認出来な

い．バンクーバー港は2011年に最初のSustainability 

Reportを発刊し，その以降2年毎に作成している．ロッ

テルダム港はCorporate Social Responsibility (CSR) 報

告書を作成した時期もあるが，今日ではCSR報告書も

Sustainability Reportも作成していない．アントワー

プ港は2012年からSustainability Reportを2年毎に作成

している．東京港は作成していない．以上，分析対象

とした主要港におけるSustainability Reportの作成状

況をまとめると表－6に示すようになる． 

確かにSustainability Reportの作成には多大な時間

と労力が必要とされる．バンクーバー港からは2年に

近い作業を伴うとの報告もある．しかし世界がサステ

ナビリティの時代を迎え，サステナブルな港湾づくり

が港湾経営の中核的な命題となった今日，従来の港湾

経営の価値観や方式を転換する必要がある．いわゆる

マインドセットの転換である．このためには，少なく

とも次に述べる3つの理由から，Sustainability Report

が新しい港湾経営の基礎の構築に大きく寄与するもの

と考えられる． 

  

1) 港湾の取組みを理解するシングルウィンドウ 

今回の事例分析の中でSustainability Reportを作成

していないロサンゼルス港についてみると，5年間の

経営戦略計画に盛り込まれた目標や戦略からサステナ

ビリティへの取組みを推し量るしか方法がない．また

ロッテルダム港もSustainability Reportを作成してお

らず，年次報告書や社会的責任宣言Corporate Social 

Responsibility Statementなどから本港のサステナブル

な港湾づくりへの取組みを読み取るしか術がない．こ

のように港湾管理者以外の外部の港湾関係者や一般市

民やNGOなどにとって，Sustainability Reportがない港

湾がどのようにサステナビリティ戦略を展開している

かは極めて把握しづらい事態を招いている． 

仮にどれだけ精力的にサステナブルな港湾づくりに

取り組んでいたとしても，外部の人々にとって細大漏

らさずこれを把握し，その進捗を正確に理解すること

は，不可能と言わないまでも著しく難しい．言い換え

ればSustainability Reportは外部の関係者や人々にと

ってサステナブルな港湾づくりの取組みを理解するシ

ングルウィンドウとしての役割を果たすのものである．

したがってSustainability Reportは港湾のサステナビ

リティに関する幅広い情報が分かりやすく整理・集約

され，利用者が港湾の取組みの現状や進捗状況につい

て苦労せずに把握できるとともに，さらに詳細な情報

の所在についても的確に示されるなど，利用者の立場

にたった丁寧な編集をすることが肝要である．  

 

2) 関係者や地域社会と協業するプラットフォーム 

次にバンクーバー港やアントワープ港の事例が物語

るように，そもそもサステナブルな港湾が意味するも

のは立場により大きく異なる．船社，ターミナル事業

者，トラック事業者，臨海工業企業，流通事業者，港

湾労働者，地域社会の人々，環境NGOなど，港湾に係わ

る多様な企業や市民や団体にとって「港湾のサステナ

ビリティ」が目指すべき方向や期待やプライオリティ

は明らかにそれぞれ異なる．従来のように港湾管理者

が独自に目標とする港湾の将来像を設定して，市民や

関係者に理解を求める経営手法はもはや通用しなくな

りつつある． 

むしろ港湾の取組みの実態や成果（あるいは問題点）

を分かりやすく公開し，港湾に係わる幅広い立場の

人々や企業や団体が，地域にとっての港湾のあり方や

将来像をわがこととして討議することこそサステナビ

リティ時代の港湾経営だと言えよう．確かに新時代の

港湾経営を実践していくことは容易ではない．港湾の

幅広い関係者や人々との丹念な討議は時間もかかり意

見の集約に困難も伴うであろう．しかし両港の経験は，

サステナブルな港湾のあり方やSustainability Report

に盛り込むべき目標や評価指標を討議し作成すること

により，港湾関係者や地域社会との間に強い一体感が

醸成されることを示している．港湾管理者と多くの関

係者のこうした経験の積み重ねや信頼感，一体感こそ

が，港湾を持続的に発展させるもっとも近道であると

考えるべきでないだろうか． 

 

3) 港湾管理者の取組みの自己診断ツール 

また港湾管理者にとって，サステナブルな港湾づく

表－6 Sustainability Reportの作成状況 

港湾 
Sustainability Report 

備考 
有 無 

ロサンゼルス港  X 2011年から2014年まで作成，その後途絶える． 

バンクーバー港 〇  2011年より2年毎に作成． 

ロッテルダム港  X  

アントワープ港 〇  2012年より2年毎に作成． 

東京港  X  
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りを標榜することは容易いが，実際の経営戦略が果た

して効果的に環境的，社会的な価値を生み出しながら

経済的な成長を実現しているのか的確に判断を下すこ

とは決して簡単ではない．何故ならサステナブルな港

湾づくりは，経済，環境，社会のトリプルボトムライ

ンをいかにバランスを取りながら成果を出して行くか

に掛かっているからである．個々の取組みの影響がト

レードオフの関係にある場合もあるだろう。また担当

する部署が異なり情報の共有が乏しいため協調による

効果を上げる機会を逸することもあるだろう． 

Sustainability Reportはその作成過程を通して，図

らずも港湾経営の自己診断を行うことになる．サステ

ナブルな港湾づくりが求めるトリプルボトムラインの

実現に効果的，効率的に近づいているかどうか，

Sustainability Reportはその実態を浮き彫りにしてく

れるであろう．この診断書は，何が欠けているか，ど

の関係者との協力を強めるべきかなど，港湾経営の戦

略の問題点がデータに基づき具体的に明らかになる．

現実には，こうした効用こそがSustainability Report

のもつ港湾経営にとっての最大の意義と言えよう．

Sustainability Reportが作成されない港湾においては，

当然ながら多くの関係者や関心を寄せる人々との連携

を深めることに特段の努力が必要であり，港湾の健全

な経営を進めることは容易ではないであろう． 

 

(2) 港湾サステナビリティ戦略の多様な取組み 

 港湾においては，経済，環境，社会への影響や貢献

を経営の中心におく「サステナビリティ経営」が不可

欠となっている．港湾管理者にとって，この課題にど

のように具体的に取り組むべきか，つまり港湾のサス

テナビリティ戦略が大きな課題となっている．事例分

析からも明らかになったように，各港湾のサステナブ

表－7 港湾における排気ガス削減の取組み 

排気ガス削減方策 
ロサンゼルス

港 

バンクーバー

港 

ロッテルダム

港 

アントワープ

港 
東京港 

船舶からの排気ガス削減 

＊環境基準適合船港湾料金（Green 

Port Fees） 
ESI港湾料金割
引 

EcoAction料金
割引 

ESI港湾料金割
引 

ESI港湾料金割
引 

ESI港湾料金割
引 

＊港内減速航行 

(Vessel Speed Reduction） 
港湾料金割引 速度制限区域

設定 
N/A N/A N/A 

トラックからの排気ガス削減 

＊環境基準適合トラック（Clean 

Truck Program） 
旧基準車禁止/
課徴金  

登録システム N/A N/A N/A  

＊予約制/オフピーク利用 

(Truck Appointment System, Off-

peak use） 

予約制 

オフピーク利
用(PierPass) 

予約制 予約制
(PortBase) 

トラックパーク 

予約制 予約制 

(CONPAS) 

ターミナルからの排気ガス削減 

＊モーダルシフト 

（Modal-shift） 
貨物鉄道整備 貨物鉄道整備 貸付条件/貨物

鉄道整備 
貨物鉄道整備 鉄道/海上コン

テナ積替実験 

＊温暖化ガス削減 

(GHG emission reduction) 
荷役機械更新 荷役機械更新 CCUS計画 CCUS計画 義務化/補助金 

デジタル化/情報化 

＊港湾の効率化 

(Port operation efficiency) 

Port Optimizer Supply Chain 
Visibility 
Program 

Portbase PRONTO CPu CONPAS 

＊サプライチェーン効率化(Supply 

chain integration) 

Port Optimizer Supply Chain 
Visibility 
Program 

Portbase NxrPort  
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ルな港湾づくりへの取組みは大きく異なる．それぞれ

の港湾の活動内容や自然条件が異なる上，港湾事業者

や地域社会の考え方も大きく異なるからであろう． 

そこで事例分析した主要港湾5港が排気ガス削減に

どのように取り組んでいるかを詳しく比較してみる．

港湾から発生する温暖化ガスや多くの有害物を含む排

気ガスを削減することが，地域社会からも国際社会か

らも強く求められている今日，港湾のサステナビリテ

ィ戦略の中核を占める取組みとも言うことができる．

その結果をまとめると表－7に示す通りとなる．主た

る排出源として港湾に出入りする船舶，ターミナルか

らコンテナを搬出入するトラック，コンテナターミナ

ルのオペレーションを取上げ，さらにこれらの取組み

を支えるデジタル化/情報化を比較分析の視点に加え

ることとした． 

 

1）船舶からの排気ガスの削減 

 まず船舶からの排気ガス削減への取組みの中から，

環境基準適合船港湾料金（Green Port Fees）と港内減

速航行(Vessel Speed Reduction）に着目する．前者は

環境基準に適合しない汚い船舶がクリーンな適合船に

更新されることを促すため，適合船に対する港湾料金

の割引をインセンティブとして提供するものである．

OCEDの調査によれば世界の主要港100港の28港がこの

Green Port Feesを導入している28)．今回分析した5港に

おいてもすべて導入されている．そのすべてがIAPHの

開発した環境船舶指標 Environmental Ship Index (ESI)

のスコアに基づいて割引を行っている．国際的な排出

基準を上回る船舶ほど高いスコアを得る仕組みであり，

船社のボランティアな行動を促すものでる．とくにバ

ンクーバー港はESIだけでなくEcoActionと呼ぶ複数の

指標の組合せによる独特な評価手法を導入しており，

その適合レベルに応じてブロンズ（23％割引），シル

バー（35％割引），ゴールド（47％割引），プラチナ

（75％割引）と大幅な港湾料金の低減を提供して参加

する船社を増やしている． 

また入出港時に港内の船舶を減速させて船舶のエン

ジンから発生する排気ガスを削減する取組みが米国や

カナダなど北米大陸の港湾で盛んである．ロサンゼル

ス港では港湾から20海里の海域で12ノット以下に減速

すると港湾料金を15％割り引き，40海里の海域で減速

すると30％割り引くというインセンティブを与えてい

る．ボランティア方式の削減方策であるが，2022年の

データでは100％に近い船社がこのプログラムに参加し

20海里及び40海里の海域で減速運航している．またバ

ンクーバー港では港湾内に速度制限区域を設定し航行

速度の上限を海域毎に規定している．これはボランテ

ィア方式でなく規制による排気ガス削減方策である． 

 

2) トラックからの排気ガスの削減 

 船舶と並んで港湾の排気ガスの太宗を占めるトラッ

クに対しては，とくに環境基準に適合するクリーンな

トラックの利用を促進する取組みと，ターミナルに搬

出入するトラックの渋滞を緩和し排気ガス発生を削減

する取組み（とくに予約制やオフピーク利用）に着目

する．前者については北米の港湾で主として採用され，

ロサンゼルス港では古い型式のトラックの利用を禁止

するとともに荷主から課徴金を徴収して新型トラック

への更新を助成し成功を収めた．一方バンクーバー港

では港湾に出入りするトラックを登録させるシステム

があり，古い型式のトラックは登録要件を満たさない

ため登録できず実質的に閉め出される．いずれの事例

もボランティア方式でなく規制方式による排気ガス削

減である． 

 また予約制の導入は今や世界の多くの港湾で実施さ

れている．ただ港湾内のすべてのターミナルを対象と

した一元的な予約システムはまだ実現されておらず，

事例分析した5港湾ではすべて一部のターミナルに限

定して導入されているのが実態である．やはり北米，

欧州，日本の地域によらず，ターミナルオペレーター

ごとに経営事情や運営体制に違いがあり，一斉に一元

的な予約システムを導入するまでに至らぬようである．

さらにオフピークの利用によりトラック交通を分散さ

せ渋滞緩和を図る戦略もあるが，この5港湾の中では

ロサンゼルス港だけが実施している．2005年に同港の

ターミナルオペレーターとトラック事業者が合意して

PierPassと呼ぶオフピーク利用プログラムを立ち上げ

た．日中にターミナルを利用する荷主から交通緩和料

金（Traffic Mitigation Fee）を徴収する一方で夜間の

ターミナル利用を無料とした．徴収したTMFを財源とし

てターミナルの夜間作業のコスト増加に対処する民間

主導の取組みである．トラックの渋滞緩和や回転時間

の短縮に大きな効果をあげ世界の港湾からも注目され

てきた．しかし近年になりTMFを回避しようとトラック

が午後遅くの時間帯に数多く待機し，新たな渋滞問題

を引き起こしたため，2018年11月からPierPass 2.0と呼

ぶ予約制に切り替わった. ここでも個々のターミナ

ルが運営するそれぞれの予約システムに拠っている． 

 

3) ターミナルからの排気ガスの削減 

 次にターミナルの運営に伴う排気ガスの削減への取

組みである．ターミナルを利用する船舶とトラックに

ついては上述の取組みでカバーされるが，ターミナル

運営そのものに関する排気ガスを削減する戦略である．

その1つがモーダルシフトの促進であり，2つ目がター

ミナルからの温暖化ガス排出量の削減である．前者の
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モーダルシフトについては基本的に荷主や輸送企業の

判断によるところが大きく，港湾管理者が主体的に実

施できることは限られている．そうした中で事例分析

の対象港湾はすべてが鉄道インフラの整備や鉄道利用

の促進に熱心に取り組んでいる．ロサンゼルス港のア

ラメダ回廊やロッテルダム港のベテゥヴェルート貨物

専用鉄道など貨物専用の鉄道インフラ整備の取組みで

ある．バンクーバー港ではそもそも鉄道輸送の利用が

高いが，鉄道の輸送能力や効率性の向上のため市内の

幹線道路と鉄道の交差部において道路の大規模な高架

化や地下化プロジェクトが進んでいる．また東京港で

は国内鉄道コンテナと国際海上コンテナのサイズが異

なるため，コンテナターミナルのCFSで積替えを行い鉄

道で全国に輸送する実証事業を行っている．  

 ターミナルにおける温暖化ガスの削減については，

港湾によりさまざまな取組みが展開されている．北米

大陸の2港では荷役機械をよりクリーンな機種・機材

に更新している．また徐々にターミナルの自動化を進

め電動荷役システムに移行しようとしている．欧州の

港湾では北米よりターミナルの自動化が格段に進んで

いるため，荷役機械の更新やシステムの変更は今や見

られない．むしろ工業地帯を含む港湾全体の温暖化ガ

スの削減のため，排気ガスからCO2を抽出・回収し，こ

れを他の活動に供給・利用するとともに地中に貯蔵す

るCarbon Dioxide Capture, Utilization & Storage (CCUS)

への取組みである．とくにロッテルダム港とアントワ

ープ港は欧州最大の石油化学コンビナートを抱えるた

め，サステナブルな港湾の発展のための中核的なプロ

ジェクトとして政府，港湾管理者，民間企業が総力を

挙げて取り組んでいる．一方，東京港では都条例によ

り工場やオフィスの事業者に温暖化ガス削減が義務づ

けられているため，港湾管理者は港湾内に立地する事

業者に温暖化ガス削減の計画策定や実施の指導を行う

とともに補助金による支援を実施している． 

 

4) 排気ガス削減を支えるデジタリゼーション 

 最後にこれら多様な排気ガス削減の取組みを支える

デジタリゼーションの導入である．港湾経営のDXが叫

ばれる今日，港湾のデジタル化は盛んであるがどこも

着手したばかりであり未だ発展途上にある．分析対象

とした5港でも例外なくデジタル化を進めているが，2

つの目的をもった港湾デジタル化が認められる．主と

して港湾内部の効率化を目指して関係者間の情報共有

や交換を実現するデジタル化と，港湾を越えてサプラ

イチェーン全体の効率化や統合を目指して関係者間の

情報共有や交換を実現するデジタル化である．ロサン

ゼルス港では2017年にPort Optimizerと呼ぶクラウドベ

ースの港湾関係者間の情報シシテムが初めて立ち上が

った．しかし港湾事業者が自己の情報を提供し他事業

者と共有することに必ずしも十分な信頼感や積極性が

得られず，なかなか思った通りの利用がなされていな

い．バンクーバー港のSupply Chain Visibility Program

も2020年にフル稼働したばかりであり，まだ成果を確

認することは難しい． 

こうした中で比較的長い実績をもつのがロッテルダ

ム港である．彼らのPortbaseは港湾関係者間の情報共

有を支えるいわゆるポート・コミュニティ・システム

Port Community Systemであり2009年に開設された．港湾

管理者や税関・検疫などの政府機関，船社・エイジェ

ントやフォワーダーなどすべての港湾関係者が情報を

共有するとともに港湾利用に係わる手続きをすべて完

了することができるシステムである．一方，船舶の入

出港の迅速化を目指すPRONTOは2019年に立ち上がった．

これはPort Call Optimization Toolであり約20％の時間

短縮を実現しているとしている．またロッテルダム港

はサプライチェーンの効率化のため，これまでも内陸

のバージ輸送に関する情報システムなど多くの背後圏

輸送の支援システムを開発し利用者に提供してきた．

現在は情報技術の革新によりPortbaseをさらに機能拡

大してサプライチェーン全体の関係者をカバーしよう

と取り組んでいる． 

 

6. 日本の港湾への示唆 

 

(1) カーボンニュートラル港湾の形成と課題 

 2020年，日本政府は2050年にカーボンニュートラル

を実現することを宣言し，2030年度に温暖化ガスを 

2013年度から46％削減することを決定した．こうした

方針を受けて2021年には国土交通省港湾局よりカーボ

ンニュートラル港湾(CNP)形成計画策定マニュアルが公

開された65)．また2022年に港湾法の一部改正が行われ，

第1章第3条の基本方針に「地球温暖化の防止及び気候

の変動への適応に港湾が果たすべき役割」を明記し，

第9章第1節に「港湾脱炭素化推進計画」の策定と実施

に係る条項を新設した66)．現在，全国で50以上の港湾

が港湾の関係者からなる港湾脱炭素化推進協議会を設

置しCNP形成計画の策定に取り組んでいる． 

 上記のマニュアルによるとCNPは「国際物流の結節点

かつ産業拠点となる港湾において，水素・燃料アンモ

ニア 等の大量・安定・安価な輸入や貯蔵等を可能とす

る受入環境の整備や，脱炭素化に配慮し た港湾機能の

高度化，集積する臨海部産業との連携等を通じて温室

効果ガスの排出を全 体としてゼロにすることを目指す」

と定義されている．またCNP形成の基本方針においても

①水素・燃料アンモニア 等の大量・安定・安価な輸入

や貯蔵等を可能とする受入環境等の整備，②港湾地域
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の面的・効率的な脱炭素化の2つを掲げている． 

 しかし現在進んでいるCNP形成への取組みについては，

以下に述べるようにいくつかの課題があるように思わ

れる．  

 

1）港湾の大気の改善こそ地域にとって重要 

このCNP形成への取組みは政府のカーボンニュートラ

ル宣言を受けたものであるから，CO2の削減に大きな焦

点を当てることは理解できる．しかし港湾が大気に与

える影響はCO2の排出だけではない．日本のように港湾

活動が活発な国では，港湾が大気中に排出する有害物

質の量は膨大なものであり，これを抑制し大気を改善

することは港湾がその役割を果たし続けていくために

不可欠な取組みである．CO2のみならずSOｘ，NOｘ，PM

など多くの有害物質を対象とすべきであり，それらの

排気ガス削減にはより幅広い手立てが必要となる． 

もとより温暖化ガスの削減は地球環境にとって重要

であるが，港湾のある地域にとって大気の改善はより

身近で切実な生活環境の実現である．したがって港湾

からの排気ガスを削減するという取組みは，当然のこ

とながら気候変動の防止と同時に港湾の大気改善を目

指すべきであろう．本研究が明らかにしたように，世

界の主要港湾では地域の大気の改善への取組みが先行

し，その後に気候変動への対応が追いかけて来たので

ある．この両者は決して二律背反の目標ではない．わ

が国のCNP形成において地域の大気の視点が抜け落ちて

いることに大きな懸念を覚える．  

 

2) CO2削減は新技術に拠るだけで良いか 

CO2の削減目標を定め削減方策を検討する訳だが，上

記のマニュアルは港湾ターミナル内については自立型

水素等電源の導入 ，荷役機械の電動化，水素・アンモ

ニア燃料化などを削減方策の事例にあげる．また港湾

ターミナルを出入りする船舶や車両については，停泊

中の船舶への陸電供給，燃料電池トラックの導入など

を削減方策として示している．こうした事例からうか

がえるのは，多くの排出源に対して，荷役機械やフォ

ークリフトの燃料電池駆動化やトラックの燃料電池車 

(FCV)への切り替えなど新技術の導入によってCO2の削減

を図ろうとする傾向が強いことである． 

しかし将来こうした技術や製品が安価に市場に出回

るまでCO2削減をどのように進めるのであろうか．CNP

計画では実現に向けたロードマップを検討することに

なっているが，中期さらに長期になるほど新技術の市

場化については見通しが難しく不確実性が増す．長い

時間軸の中でCO2削減に取り組んでいくためには，まず

中長期のさまざまな可能性をシナリオとして持ちつつ，

短期的な取組みを具体的に決定し着実に実施していく

ことが最も現実的なアプローチであろう．そのために

は港湾の活動や港湾に立地する工場や事業所などにお

ける電力やガスなど現在の一般的なエネルギーの消費

を削減する幅広い取組みが非常に重要になる．まさに

世界の主要港が懸命に取り組んでいる目標である． 

 

3) ハードとソフトな削減策をバランスよく 

CNP形成への取組みは，マニュアルによればハード中

心の削減計画でありソフトな対応策が極めて少ない．

確かにゲート前混雑を緩和するための予約制やESIによ

る環境適合船への港湾料金割引などソフトな方策の例

示がない訳ではない．しかしトラックについては環境

基準への不適合車の使用禁止やペナルティ料金の徴収，

夜間のターミナル利用による交通量の分散方策など，

世界の主要港湾はトラックからの排出ガス削減に多く

のソフトな方策を展開している． 

さらにマニュアルでは，船舶について停泊中の排気

ガスの削減だけを取上げ，港湾の海域を航行中の船舶

排気ガスについては推計もしないことになっている．

これでは港湾における船舶からのCO2排出のすべてを捉

えておらず，十分に効果的な削減方策とは言い難い．

船舶からの排気ガス削減についても，世界の主要港湾

では船舶の減速航行や速度規制などソフトな方策を積

極的に取り入れている．さらに重要なことは，本研究

が明らかにしたように，こうした取組みがハードによ

る舞台づくりとソフトなアメとムチを組み合わせるこ

とによって高い効果をあげていることである． 

 

(2) サステナブルな港湾づくりに向けて 

改正された港湾法が示すのは，港湾は温暖化防止の

ためにCO2削減に取り組むという強い志向である．しか

し港湾はもとより地域のためにあるのであり，地域が

安定的に発展したうえで初めて世界の気候変動防止の

ために行動できると考えるのが自然ではないだろうか．

少なくとも港湾は温暖化防止のCO2削減と同時に地域に

おける大気の改善に取り組むように枠組みの見直しが

必要であると思われる．また各港の港湾関係者や地元

の人々がCNP形成をわがこととして，意欲をもって取り

組んでいくためには，何よりも港湾管理者や地域の主

体性の発揮が前提となるであろう．そのためCNP形成の

枠組みには大幅な柔軟性が求められる． 

さらに大気の改善だけでなく港湾が本来の役割を果

たし続けるために，本研究で取上げたトリプルボトム

ライン戦略に基づくサステナブルな港湾づくりに本格

的に取り組む契機として欲しいものである．東京港の

分析で述べたように，港湾計画に基づき将来の地域の

発展に向けて各港湾が展開している幅広い取組みは，

多くがトリプルボトムラインに呼応する内容である．
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こうした取組みを港湾関係者のみならず地域の一般の

人々にSustainability Reportとして公開することは，

港湾の意義や役割を正しく理解してもらうとともに港

湾管理者の努力や成果を伝える上で極めて重要である．

さらに港湾管理者にとっても，幅広い分野で多くの取

組みを並行して実施しているが，全体のバランスを点

検し必要な修正を加えていくことに役立つであろう．

個々の取組みの目標水準や進捗状況をデータにより客

観的に評価できるため，取組み相互の連携や組織内部

の調整や意思統一に役立てることができる．日本の港

湾経営の刷新に繋がるのではないかと期待される． 

 日本の港湾や産業の国際競争力の観点からもサステ

ナブルな港湾づくりが重要である．ターミナルを整備

し効率の良いサービスを提供することだけが顧客に評

価される時代から，効率性の向上のみならず環境面や

社会面での価値を創造する港湾が評価される時代にな

ったのである．この経営戦略の切り替えが進まなけれ

ば，日本の港湾が世界の企業から選ばれる港湾になる

道は遠のいてしまう．同時に国際的な港湾社会におけ

る日本の港湾のプレゼンスは低下し国際的な牽引力は

失われてしまう．今やサステナブルなサプライチェー

ンの構築は製造業や流通業にとっても喫緊の課題とな

っている．例えばユニクロが人権問題が疑われている

中国・新疆ウイグル自治区の綿を使用している可能性

を指摘され，米国の輸入禁止措置やフランスの訴訟問

題にまで発展したことは記憶に新しい． 

さて，サステナビリティ時代の到来は，日本が港湾

関係者や地域社会とともに港湾と地域の活性化に取り

組む好機として積極的に捉えるべきではないだろうか．

経済面ではアジア諸国とのロジスティクス・ネットワ

ークの高度化，環境面では豊富な藻場や磯場づくりの

経験と技術の進化，社会面ではロボットや情報化によ

り高齢者や女性にも働きやすい職場づくりと港湾の労

働力不足の解決への貢献など，港湾と地域がともに発

展する可能性は大きく広がっている．日本の港湾はそ

の強みである港湾関係者の結束力や培った経験と進ん

だ技術力をバネにサステナブルな港湾づくりに邁進し

て欲しいものである． 

 

6．むすび 

 

 港湾の経営にとって，サステナブルな港湾づくりが

中核的な命題となる新しい時代が到来した．これまで

のように港湾インフラを整備し取扱貨物量の増大やコ

ンテナ船の便数拡大だけに注力する時代から，環境や

社会に与える港湾の負の影響を削減しつつ，環境面や

社会面の新たな価値を創造し港湾を発展させる時代に

世界は移行しつつある．このため港湾の理念や戦略を

大きく見なすことが不可欠となっている．国や港湾管

理者のみならず民間の港湾関係者のマインドセットを

転換し，従来の港湾経営方式から大きく脱皮する必要

に迫られていると言えよう．すでに世界の港湾ではサ

ステナブルな港湾づくりに向けてさまざまな取組みが

精力的に展開されている． 

港湾を行政の一環として取り組んでいる日本におい

ては，サステナブルな港湾づくりに向けて積極的に取

り組む機運が未だ醸成されてはいない．人々の価値観

がますます多様化する中で，港湾が将来にわたりその

基幹的な役割を果たし続けていくためには，よりオー

プンな地域社会や港湾関係者や職員との対話を通した

サステナブルな港湾づくりが強く求められる．同時に

港湾や産業の国際競争力と言う観点からも，単にイン

フラや効率性だけでなくサステナビリティの高さが重

要なファクターになってきたことを認識すべきである．

その意味で，本研究が明らかにした世界の主要港湾の

挑戦や取組みは大いに参考になるものと思われる． 

なお本論文はGRIPS政策研究センターのSGDｓ枠リサ

ーチプロジェクト（課題番号G192RP206）の研究成果の

一部をとりまとめたものである． 
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SUSTAINABLE PORT MANAGEMENT AND STRATEGY  

 

Satoshi INOUE 

 
As symbolized in the UN SGDs, the recognition of sustainable development is globally increasing, which 

pursues not only economic return and value but at the same time also harmony with and value creation of 

environment and society. Ports around the world are carrying out a range of undertakings toward sustainable 

port with their local communities and stakeholders as partners. Global platforms to support and promote 

sustainable ports are also developing their activities. This study aims to, at first, trace the historical evolu-

tion of the concept of sustainability, and then analyze the current status, characteristics and issues of sus-

tainability strategies taken by major ports in North America, Europe and Japan, which are different from 

each other in terms of port management system and political environment. Lastly, implications to Japan’s 

ports are discussed.  
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